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（要旨） 

 

本稿は、日本企業における AI・ビッグデータ・ロボットの利用実態、それら新技術の事

業や雇用への影響に関する認識について、サーベイ・データに基づいて概観する。分析結果

によれば、第一に、これらの技術を既に利用している企業は少数だが今後利用したいという

企業は多く、積極化してきている。第二に、AI 及びビッグデータの利用は従業者の学歴と

強い正の関係があるが、製造業におけるロボットの利用ではそうした関係が希薄である。第

三に、AI 等の利用は企業のイノベーション実施確率と強い正の関係がある。第四に、AI 等

が自社の経営・事業活動に及ぼす影響を肯定的に捉えている企業が多く、そうした企業が増

加傾向にある。第五に、自社雇用への影響に関しては、従業者数減少につながると見ている

企業が多くかつ増加傾向にある。 
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人工知能と企業経営：アップデート 

 

 

１．序論 

 

政府の経済成長戦略において、人工知能（AI）、ビッグデータ、ロボット、ビッグデータ

など「第四次産業革命」が注目されており、「AI 戦略」も策定されている。本稿は、日本企

業における AI、ビッグデータ、ロボット（以下「AI 等」という）の利用実態、それら新技

術の企業経営や雇用・賃金への影響についての認識を、2019 年に実施した独自のサーベイ

に基づいて概観する。 

 筆者は 2015 年に実施した日本企業へのサーベイに基づき、日本企業の AI 等の利用実態

とその企業経営や雇用への影響に関する見方について、特に従業者のスキルとの関係に焦

点を当てつつ観察事実を整理した（Morikawa, 2017a）。1 その結果によれば、サービス分野

の企業を含めて AI 等の事業活動への効果をポジティブに捉えている企業が多かった。また、

AI 等の利用と従業者の教育水準の間の補完性を示唆する事実が観察された。さらに、財・

サービス市場の地理的範囲がグローバルな企業は、AI 等の効果を肯定的に捉える傾向が見

られた。 

 その後、AI 等の技術進歩や普及は急速に進んでおり、経済学者による研究も急速に増え

ている。2 例えば最近公刊された Agrawal et al. (2019b)は、AI 等に関連する研究を包括的に

まとめた書籍である。日本でも、戸田他 (2017), 浜口・近藤 (2017), 森川 (2017), 森田 (2017), 

安井他 (2017), 足立他 (2019), 馬奈木 (2019), 山本・黒田 (2019)など多くの研究論文が公表

されている。3 内閣府 (2019)は、日本企業の AI、IoT、ビッグデータへの取り組み状況につ

いての調査結果を報告している。メディアでの注目度が高まるとともに啓蒙書も多数発刊

されていることから、企業の AI 等への理解が深まっている可能性が高く、AI 等の影響に関

する見方も変化している可能性がある。そこで本稿は、新たに行ったサーベイに基づいて

Morikawa (2017a)をアップデートしてこの約 3 年間の変化を観察するとともに、若干の拡張

を行うものである。 

AI 等に関する近年の理論的研究の進展にも関わらず、AI 等の利用実態に関する企業・事

業所レベルの統計データが存在しないことが実証分析の大きな制約となっている。例えば、

Seamans and Raj (2018)は、AI・ロボットの採用が雇用及び生産性に及ぼす効果に関する既存

研究をサーベイした上で、技術の利用実態に関する企業レベルのデータ収集の必要性を強

                                                      
1 調査の実施時期は 2015 年 10～12 月である。もとになった邦文 DP は森川 (2016)。 
2  Morikawa (2017a)でリファーしていないその後の代表的な公刊論文として、Acemoglu and 
Restrepo (2018, 2019), Agrawal et al. (2019a), Autor and Salomons (2018), Berg et al. (2018), Brynjolfsson 
et al. (2018), Felten et al. (2018)などが挙げられる。 
3 英文のものとしては、David (2017), Fujii and Managi (2017), Hamaguchi and Kondo (2018), Kim and 
Motohashi (2019), Morikawa (2017b), Motohashi (2017, 2018)が挙げられる。 
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調している。この点で本稿の分析はごくシンプルなものだが、新しい事実を提示することを

通じてこの分野の研究に貢献するものである。4 

 分析結果の要点は以下の通りである。第一に、AI 等を既に利用している企業は少数だが、

今後利用したいという企業は多く、前回調査と比較可能なビッグデータの場合、この約 3 年

間に利用したいという企業が大幅に増加している。第二に、AI 及びビッグデータの利用は

従業者の学歴と強い正の関係があるのに対して、製造業におけるロボットの利用は従業者

の学歴との関係が希薄であり、スキルとの補完性は技術によって異なることが示唆される。

第三に、AI 等の利用は企業のイノベーション実施確率と強い正の関係がある。第四に、AI

等の新技術が自社の経営・事業活動に及ぼす影響を肯定的に捉えている企業が多く、2015 年

に比べてもそうした傾向が強まっている。第五に、自社雇用への影響に関しては、従業者数

減少につながると見る企業が多く、そうした企業が増加している。なお、事業への影響、雇

用への影響いずれも「わからない」という回答が大幅に減少しており、新技術の潜在的影響

がこの 3 年間にかなり見極められてきたことを示唆している。 

 以下、第２節では本稿で使用する企業サーベイの概要を解説する。第３節で集計・分析結

果を報告し、第４節で結論を要約するとともに含意を述べる。 

 

 

２．企業サーベイの概要 

 

 本稿で使用するのは、筆者が調査票の設計を行い、経済産業研究所が（株）東京商工リサ

ーチに委託して実施した「経済政策と企業経営に関するアンケート調査」（2019 年）のデー

タである。上場企業・非上場企業、製造業・サービス産業をカバーする 15,000 社を対象に、

郵送により 2019 年 1～2 月にかけて行った調査である。「企業活動基本調査」の対象企業約

3 万社の中から対象企業を選定しているので、対象は常時従業者 50 人以上の企業である。

回答企業数は 2,535 社であり、回答率（16.9％）は 2015 年調査（22.9％）に比べるといくぶ

ん低い。回答企業の産業分布は表１に示す通りで、製造業と非製造業がほぼ半々となってい

る。なお、2015 年調査と 2019 年調査ともに回答した企業は 1,078 社である。 

 AI 等の利用状況については、2015 年調査ではビッグデータだけを対象に質問を行ってい

たが、2019 年調査では AI、ビッグデータ、ロボットそれぞれについて尋ねている。設問の

具体的な文言は、「貴社は人工知能（AI）／ビッグデータ／ロボットについてどうお考えで

すか」という単純なもので、回答の選択肢は、「1. 既に事業に利用している」、「2. 今後利用

したいと考えている」、「3. 当社の事業にはあまり関係がない」、「4. わからない」の４つで

ある。なお、調査票では AI、ビッグデータ、ロボットの範囲について定義はしていない。

                                                      
4 ロボットの利用については、米国センサス局が製造業を対象としたサーベイを 2018 年に開始

した（Buffington et al., 2018）。中国では、研究者グループがやはり製造業企業を対象にロボット

の利用実態の調査を行っている（Cheng et al, 2019）。 
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AI の確立した定義はなく、例えば「AI 戦略 2019」（統合イノベーション戦略推進会議, 2019

年）は、「近年の AI は、機械学習、特に深層学習に基づくものが中心であるが、AI 関連の

技術は急速に進展しており、AI に利用される技術に限定して AI の定義とすることはしな

い」としている。 

 AI 等の開発・普及が将来の経営・事業活動、自社の雇用に及ぼす影響についての見方に

ついての設問は 2015 年調査と同じだが、今回は賃金への影響についても追加的に尋ねてい

る。事業への影響に関する設問の具体的な文言は、「人工知能（AI）やロボットの開発・普

及が進んでいます。これらが貴社の将来の経営や事業活動に及ぼす効果・影響をどう考えま

すか」で、回答の選択肢は、「1. 大きなプラスの影響がある」、「2. プラスの影響がある」、

「3. どちらとも言えない」、「4. マイナスの影響がある」、「5. 大きなマイナスの影響がある」

の 5 つである。 

 自社雇用への影響に関する設問は、「人工知能（AI）やロボットの開発・普及が、長期的

に見て貴社の雇用に及ぼす効果・影響をどう思いますか」で、回答の選択肢は、「1. 雇用の

増加につながる、「2. 雇用の減少につながる」、「3. 雇用とは関係がない」、「4. わからない」

の 4 つである。自社の賃金への影響に関する設問は、「今後、人工知能（AI）やロボットの

開発・普及が、長期的に見て貴社の従業員の賃金に及ぼす効果・影響をどう思いますか」で、

回答の選択肢は、「1. 賃金の上昇につながる」、「2. 賃金の減少につながる」、「3. 賃金とは

関係がない」、「4. わからない」の 4 つである。 

 分析は基本的に記述統計的なものだが、企業特性との関係については有意差検定やプロ

ビット推計を適宜行う。なお、2015 年調査については、「企業活動基本調査」の同年の実績

値が利用可能なので、サーベイ・データとリンクさせて AI 等の利用と生産性（TFP）の関

係を観察する。 

 

 

３．結果 

 

３－１．AI 等の利用実態 

 

 AI、ビッグデータ、ロボットの利用状況について集計した結果が表２である。AI、ビッグ

データを既に利用している企業はいずれも 3％強に過ぎないが、今後利用したいと回答した

企業は AI43％、ビッグデータ 35％で、今後の利用意欲はかなり高い。一方、ロボットは既

に利用している企業が 16％あり、今後利用したいという企業と合わせると回答企業の約半

数にのぼっている。既に利用している企業は、製造業が圧倒的に多い（表３参照）。 

 ビッグデータの利用については 2015 年調査との比較が可能である。既に利用していると

いう企業は約 3％でほとんど変化がないが、今後利用したいという企業は 14％ポイント強

増加しており、自社の事業とは関係がないという回答は▲10％ポイント以上減少している。
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この約 3 年間に企業の関心が大きく高まったことがうかがえる。 

 今回の調査結果を産業別に集計した結果が表３である。AI、ビッグデータはいずれも情報

通信業の企業が最も積極的で、卸売業、小売業、サービス業の企業でも今後利用したいとい

う企業が相当数存在する。特にビッグデータは、小売業、サービス業で既に利用している企

業が比較的多い。一方、ロボットは製造業企業の利用度が最も高く、工場における産業用ロ

ボットの浸透を考えると予想される結果である。しかし、非製造業でも今後利用したいとい

う企業が約 27％存在する。労働力不足が深刻になっている非製造業において、汎用ロボッ

トやサービス・ロボットへの潜在的なニーズが高いことを示唆している。 

 2015 年調査に基づく Morikawa (2017a)によれば、学歴の高い従業者の割合が高い企業ほ

ど、ビッグデータの利用に積極的な傾向が見られた。特に大学（学部）卒比率よりも大学院

修了者比率で顕著だった。今回の調査では AI、ビッグデータ、ロボットについて調査して

いるので、それぞれ毎に利用への積極度と従業者の学歴構成の関係を見たのが表４である。

数字は常時従業者総数に占める大学（四年制）卒以上の割合、その内数としての大学院（修

士、博士）修了者の割合である。AI 及びビッグデータの場合、Morikawa (2017a)の結果と同

様、既に利用している企業は高学歴の従業者の比率が最も高く、今後利用したいという企業

がこれに次いでいる。自社の事業とは無関係と回答した企業とは、いずれも 1％水準で有意

差がある。 

 興味深いことに、ロボットの利用度と学歴構成の関係はかなり異なっている。ロボットを

既に利用している企業、今後利用したい企業の大卒以上従業者の割合は、自社の事業とは無

関係という企業よりも低く、統計的有意差がある。大学院修了者比率はロボットを既に利用

している企業、今後利用したいという企業の方がいくぶん高いが、後述する通り他の企業特

性をコントロールすると有意差がなくなる。 

これらの結果は、AI、ビッグデータといった検知や予測のツールとしての価値が高い新技

術と、生産現場での利用が中心のロボットとは、「第四次産業革命」に関連する技術として

一括りにされることが多いが、補完的なスキルに違いがあることを示唆している。Agrawal 

et al. (2019)は、工場の自動化に関する研究結果から AI の労働市場への影響について広範な

含意を導くのは慎重にすべきことを指摘しており、本稿の結果は同様の含意を持っている。 

しかし、製造業で既に広く普及している産業用ロボットと、サービス産業での普及が期待

されているサービス・ロボットや汎用ロボットは性格が異なるかも知れない。そこで、ロボ

ットの利用について製造業と非製造業を分けて集計した結果が表４下段（C-1, C-2 欄）であ

る。非製造業におけるロボットの利用／利用の意向は製造業と大きく異なり、従業者の学歴

とロボット利用度の関係は AI やビッグデータの利用と近いパタンになっている。 

 Morikawa (2017a)で行ったのと同様の順序プロビット推計を、今回調査のデータで行った

結果が表５である。被説明変数は、AI 等の利用について「すでに利用」＝3、「今後利用し

たい」=2、「事業とは無関係」=1 とし、「わからない」という回答はサンプルから落として

いる。前回の分析結果との比較可能性を確保するため、説明変数は同じ組み合わせを使用し
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ている。5 具体的な変数は、企業規模（従業者数の対数）、大卒（四年制）以上比率、大学

院修了者比率、30 歳代以下の従業者比率、女性比率、非正規労働者比率、労働組合ダミー、

財・サービス市場の地理的範囲（市区町村、都道府県、日本、アジア、世界）のダミー、産

業大分類ダミーである。市場の地理的範囲は市区町村、産業大分類は製造業を参照カテゴリ

ーとしている。6 

 最大の関心事である従業者の学歴の係数は、AI、ビッグデータの利用ではいずれも有意な

正値であり（同表(1), (2)列）、AI やビッグデータの利用に積極的な企業ほど従業者の学歴が

高い傾向がある。ビッグデータの利用に関する推計係数は、2015 年調査のデータを用いた

Morikawa (2017a)と大きく異ならない。一方、ロボットの場合、大卒比率の係数は 10％水準

で有意な負値であり、大学院修了者比率の係数は正値だが統計的に有意ではない。しかし、

サンプルを製造業と非製造業に分けて推計すると、非製造業では大卒比率、大学院卒比率の

係数はいずれも正値となり、特に大学院卒比率の係数は大きく、かつ、5％水準で統計的に

有意である（同表(3-A), (3-B)列）。製造業で既に普及している産業用ロボットと、今後開発・

普及が期待されるサービス分野のロボットとの性格の違いを示唆している。 

 企業規模の係数は 3 つの技術いずれにおいても 1％水準で有意な正値であり、企業規模が

大きいほど新技術の利用に積極的な傾向がある。30 歳代以下比率の係数も 5％ないし 1％水

準で有意な正値であり、従業者の年齢が若い企業ほど新技術の採用に積極的な傾向がある。

これらは、ビッグデータの利用に関する Morikawa (2017a)の結果と同様である。財・サービ

スの地理的範囲に関するダミーは、ロボットの利用における「世界」を例外として統計的に

有意ではないが、係数の大きさ自体は市場の地理的範囲が広い企業ほど大きな正値となっ

ている。産業別には、情報通信業が AI、ビッグデータの利用に対して 1％水準で有意な正値

であり、クロス集計結果（前出表３）と整合的である。なお、ビッグデータの利用に対して

小売業の係数が 10％水準だが有意な正値であることが注目される。POS データのように比

較的利用しやすいビッグデータが存在することを反映しているものと考えられる。 

 従業者だけでなく、経営者の属性も新技術の利用に関係しているかも知れない。本稿で使

用しているサーベイは、社長の年齢（10 歳刻み）を調査している。そして 2015 年調査と

2019 年調査を比較することで、若い経営者に交代した企業を特定できる。2 回のサーベイの

両方に回答した企業にサンプルが限定されるが、社長の年齢と若返りダミーを追加的な説

明変数として推計した結果が付表１である。7 興味深いことに、社長の年齢の係数はほとん

ど統計的に有意ではなく、経営者が若い企業ほど新技術を利用しようとする傾向が強いと

                                                      
5 ただし、2019 年調査では従業者の平均年齢ではなく、年代毎の構成比を尋ねているため、平均

年齢の代わりに 30 歳代以下の従業者の比率を使用した。 
6 このほか、2015 年, 2019 年とも調査項目になっているビッグデータの利用については、両年間

の利用度の「変化」を対象とした推計も行ってみたが、意味のある結果は得られなかった。 
7 2015 年, 2019 年における社長の年齢階層が同じ企業でも、経営者が若返っている可能性は排除

できないが、本稿では確実に若返ったと判断できるケースを用いている。なお、20 歳代の社長

は非常に少ないため、社長年齢ダミーは 20 歳代と 30 歳代を合わせて一つのカテゴリーとした。 
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は言えない。しかし、社長が若返った企業は、AI 及びビッグデータの利用に積極的な傾向

が観察される。 

 次に、AI 等の利用とイノベーションの関係を観察する。イノベーションとしては、①新

製品・新サービスの開発、②既存製品・サービスの高度化・改善、③生産・流通方法の革新

の 3 種類が対象で、いずれも実施の有無という二値変数である。8 ここで調査しているのは

過去 3 年間のイノベーションの有無なので、新技術の利用がイノベーションをもたらすか

どうかを分析するものではなく、企業のイノベーション性向と AI 等の利用の相関関係を観

察することを意図している。このほか、営業秘密の有無との関係についても検討する。営業

秘密保有の有無は、社内で営業秘密管理規程を定めているかどうかで判断している

（Morikawa, 2019 参照）。9 

 結果をまとめたのが表６である。この表には単純な平均値（イノベーション実施企業割合）

及びその t 検定結果を上段に、産業（ビッグデータは産業及び年次）をコントロールしたプ

ロビット推計の限界効果を下段に示している。AI、ビッグデータ、ロボットいずれも企業の

イノベーション性向と正の関係を持っていることが確認できる。ビッグデータに関しては、

Niebel et al. (2019)がドイツの企業データに基づきビッグデータ分析を利用している企業の

イノベーション実施確率が高いことを示しており、本稿の結果はそれと整合的である。 

AI、ビッグデータの利用は特に新製品・サービスの開発、既存製品・サービスの高度化・

改善というプロダクト・イノベーションとの関係が強い。一方、ロボットの場合には、限界

効果を見るとプロダクト・イノベーションとプロセス・イノベーション（生産・流通方法の

革新）とで大きな差がない。 

 同表の(4)列は、営業秘密保有との関係を計算した結果である。AI 及びビッグデータの利

用度と営業秘密保有の間に密接な関係があることがわかる。ビッグデータはそれ自体が貴

重な営業秘密という性格を持っているが、大規模な購買履歴、顧客情報等を保有している企

業がその活用に積極的になっているという見方もできる。Morikawa (2019)は、サービス企業

のイノベーションと営業秘密の保有の間に強い関連があることを示しており、本稿の結果

もそれと整合的である。 

 対象はビッグデータに限られるが、2015 年調査におけるビッグデータの利用と 2019 年調

査における過去 3 年間のイノベーション実施の有無の関係を見たのが付表２である。両方

の調査に回答した企業だけが対象なのでサンプル数は大幅に少なくなり、さほど頑健な結

果とは言えないが、2015 年時点でビッグデータを事業に利用していた企業は、その後 2019

年までの間にプロダクト・イノベーションを行った確率が高い。もちろん、これがビッグデ

ータの利用がイノベーションをもたらすという因果関係を直ちに示すものでないことは言

                                                      
8 調査票における設問の文言は、「貴社では、ここ 3 年間に以下のような新たな活動を行いまし

たか」というシンプルなものである。 
9 設問の具体的な文言は、「貴社は、経営にとって重要な技術やノウハウを保護するために営業

秘密管理規程を定めていますか」である。 
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うまでもない。10 

 

 

３－２．AI 等の事業・雇用・賃金への影響 

 

 AI 等の開発・普及が将来の経営・事業活動に及ぼす効果についての見方を集計したのが

表７である。大きなプラス 11％、プラス 42％を合わせて過半を占めており、マイナスの影

響を予想している企業はごくわずかである。興味深いことに、2015 年調査と比較すると「ど

ちらとも言えない」という回答が大きく減少し、プラスという回答が大幅に増加している。

2 回の調査ともに回答した企業に限定して集計しても同じパタンである。過去 3 年間にこれ

ら新技術の将来性への日本企業の認識が高まったことを示唆している。 

AI 等を既に利用している又は今後利用したいと回答した企業（前出表２参照）に限って

集計した結果が付表３である。少々意外だが、AI 等の利用に積極的な企業ほど自社事業へ

の影響をプラスに見込む傾向が強いとは必ずしも言えない。 

2019 年調査を産業別に集計した結果が表８である。製造業、情報通信業の企業でプラス

という回答が多く、卸売業、小売業、サービス業ではどちらとも言えないという回答が相対

的に多い。ただし、AI、ビッグデータ、ロボットを区別せずに質問を行っているという制約

があることを留保しておきたい。 

 AI 等の開発・普及が、長期的に自社の雇用に及ぼす効果について集計した結果が表９で

ある。雇用減少という回答が雇用増加という回答を大きく上回っている。興味深いことに、

2015 年調査の結果と比較すると、「わからない」という回答が約▲12％ポイント減少する一

方、雇用減少という回答が約 15％ポイント増加している。2 回の調査ともに回答した企業に

限って見ても同様のパタンである。AI やロボットによる自動化が人間の雇用に代替すると

いう議論が浸透してきたことを反映しているのかも知れない。 

AI 等を既に利用している又は今後利用したいと回答した企業に絞って集計した結果が付

表４である。雇用増加と回答した企業の割合も全サンプルでの数字に比べて若干多いが、雇

用減少と回答した企業の割合が全体に比べて多いことが注目される。労働力不足が深刻化

する中で、労働投入量の節約（＝労働生産性の向上）を意図して AI 等の導入を行おうとし

ている可能性が示唆される。なお、2019 年調査を産業別に集計した結果が表１０であり、

情報通信業だけは雇用増加という回答が 23％と雇用減少という回答を上回っている。 

 表１１は、AI やロボットが長期的に自社の従業者の賃金に及ぼす効果について尋ねた結

果を産業別に集計したものである。全サンプルで見ると、賃金上昇 16％、賃金とは無関係

35％、賃金減少 7％である。どちらかと言えば賃金にプラスに働くと見る企業の方が多いが、

                                                      
10 以上のほか、「企業活動基本調査」のミクロデータを接続し、2015 年におけるビッグデータの

利用と生産性（TFP）の関係を見てみた。ビッグデータを利用している企業の TFP の平均値は高

いが、統計的に有意な関係ではなかった。 
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「わからない」という回答が 42％を占めている。産業別には、情報通信業は賃金にプラス

に働くという回答が多い。 

 2015 年調査に基づく Morikawa (2017a)では、従業者の学歴が高い企業ほど AI 等の事業へ

の効果をポジティブに捉え、雇用へのネガティブな影響を少なく見込む傾向が観察された。

表１２は、2019 年調査に基づき、経営・事業活動、雇用、賃金への長期的な影響への見方

と企業の高学歴従業者比率の関係を集計したものである。今回の調査においても、従業者の

学歴が高い企業ほど、AI 等の効果を肯定的に捉えている傾向が確認される。一方、自社の

従業者の賃金への影響については、回答企業の従業者の学歴構成との関係は不明瞭である。 

 表１３は、AI 等の事業、雇用、賃金への影響についての見方を被説明変数とし、表５と

同じ説明変数を使用して順序プロビット推計を行った結果である。説明変数は、事業への影

響では「大きなプラス」=5、「プラス」=4、「どちらとも言えない」=3、「マイナス」=2、「大

きなマイナス」=1 としている。雇用への影響では「雇用増加」=3、「無関係」=2、「雇用減

少」=1、賃金への影響では「賃金上昇」=3、「無関係」=2、「賃金減少」=1 としている。し

たがって、いずれも説明変数の係数が正値の場合、AI 等の影響を相対的にポジティブに捉

えていることを意味する。 

推計結果によれば、大学院修了者比率の係数はいずれも大きな正値で、雇用への影響につ

いては 5％水準で有意である。他方、大卒以上比率の係数は事業への影響、雇用への影響で

は小さな正値だが非有意、賃金への影響については 5％水準で有意な負値であった。若い従

業者が多い企業ほど、製品・サービスの市場がグローバルな企業ほど事業活動への効果をポ

ジティブに捉えているという結果、非正規労働者が多い企業及び製造業企業が雇用への影

響をネガティブに捉える傾向は、2015 年調査に基づく Morikawa (2017a)と同様である。一

方、今回設問に追加した賃金への影響については、これら企業特性の説明力は限られている

が、非正規雇用比率が高い企業は従業者の賃金への影響もネガティブに捉える傾向がある。 

 

 

４．結論 

 

 本稿は、日本企業における AI 等の新技術の利用実態、それらが事業活動や雇用・賃金に

及ぼす長期的な影響についての見方を、サーベイ・データに基づき概観した。2015 年に行

った同種のサーベイに基づく Morikawa (2017a)をアップデートするとともに若干の拡張を

行ったものである。 

 結果の要点は以下の通りである。①AI 等を既に利用している企業は少数だが、今後利用

したいという企業は多い。前回調査と比較可能なビッグデータについて見ると、この約 3 年

間に今後利用したいという企業が大幅に増加している。②規模の大きい企業、高学歴の従業

者が多い企業、若い従業者の多い企業、経営者が若返った企業で AI 等の利用に積極的な傾

向が見られた。③AI 及びビッグデータの利用は従業者の学歴と強い正の関係があり、
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Morikawa (2017a)の結果を再確認する結果である。ただし、製造業におけるロボットの利用

については、従業者の学歴との関係が希薄である。AI・ビッグデータとロボットは、「第四

次産業革命」に関連する技術として一括りにされることが多いが、利用する企業の労働者に

求められるスキルには違いがあることを示唆している。④AI 等の利用は企業のイノベーシ

ョン実施確率や営業秘密の保有と強い正の関係がある。⑤AI 等の新技術が自社の経営・事

業活動に及ぼす影響はプラスだと見る企業が多く、かつ、2015 年に比べて増加傾向にある。

⑥自社雇用への影響に関しては、従業者数の減少につながると見る企業が多く、かつ、増加

傾向にある。⑦事業への影響、雇用への影響いずれも「わからない」という回答が大幅に減

少しており、新技術の影響がこの 3 年間にかなり見極められるようになってきたことを示

唆している。 

 これらの結果は、サーベイ・データに基づく観察事実の提示という範囲にとどまる。しか

し、AI 等の経済的重要性が高まる中にあって、それらの利用実態に関する企業・事業所レ

ベルの統計データが存在しないことが日本に限らず実証研究の大きな制約になっている。

こうした現状に鑑みると、本稿はこの分野の研究に一定の貢献をするものである。AI 等の

経済効果や政策の有効性の検証のため、新技術の利用実態を継続的に把握することが重要

である。 
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表１ 回答企業の産業分布 

 

（注）共通回答企業の産業分類は 2019 年調査の分類を使用。 

 

 

表２ AI 等の利用及び利用意向 

 

（注）2019 年調査の結果を集計。 

 

 

表３ AI 等の利用及び利用意向（産業別） 

 

（注）2019 年調査の結果を産業別に集計。 

 

  

2019年 2015年 共通回答企業
製造業 52.7% 47.9% 50.8%
情報通信業 5.4% 5.8% 4.5%
卸売業 18.0% 18.6% 18.6%
小売業 10.6% 11.7% 11.6%
サービス業 9.3% 11.5% 10.7%
その他 3.3% 4.2% 3.3%
不明 0.7% 0.3% 0.6%
回答企業数 2,535 3,437 1,078

ＡＩ ビッグデータ ロボット
ビッグデータ
（2015年）

既に利用 3.1% 3.3% 16.2% 3.0%
今後利用したい 43.1% 34.6% 33.4% 20.4%
事業と無関係 23.8% 26.1% 23.7% 37.0%
わからない 30.0% 36.0% 26.7% 39.6%

製造業
情報通信

業
卸売業 小売業

サービス
業

その他
非製造
業・計

A. ＡＩ
既に利用 2.3% 11.9% 2.7% 2.3% 3.9% 4.9% 4.0%
今後利用したい 46.1% 57.5% 38.5% 34.3% 37.1% 45.1% 39.9%
事業と無関係 21.6% 11.2% 27.0% 28.3% 31.5% 24.4% 26.2%
わからない 30.1% 19.4% 31.9% 35.1% 27.6% 25.6% 29.9%
B. ビッグデータ
既に利用 2.0% 12.6% 2.4% 4.9% 5.6% 1.3% 4.7%
今後利用したい 33.0% 50.4% 33.1% 38.3% 33.5% 37.5% 36.7%
事業と無関係 27.6% 17.0% 26.5% 18.4% 28.3% 30.0% 24.2%
わからない 37.4% 20.0% 38.0% 38.3% 32.6% 31.3% 34.4%
C. ロボット
既に利用 26.2% 6.7% 6.2% 1.9% 3.9% 8.5% 5.0%
今後利用したい 39.4% 38.5% 26.7% 18.1% 29.3% 28.0% 26.7%
事業と無関係 13.7% 31.1% 35.1% 35.8% 35.3% 35.4% 34.9%
わからない 20.8% 23.7% 32.0% 44.2% 31.5% 28.0% 33.4%
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表４ AI 等の利用と従業者の学歴 

 
（注）2019 年調査の結果を使用。t 検定の有意水準は「事業と無関係」との比較。***: P<0.01, *: 

P<0.1. C-1, C-2 欄は、ロボットの利用を製造業、非製造業に分けて集計した結果。 

 

 

  

大卒以上 大学院卒
A. ＡＩ 既に利用 52.2% *** 5.5% ***

今後利用したい 36.7% *** 3.5% ***

事業と無関係 29.4% 1.3%
B. ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ 既に利用 47.0% *** 7.1% ***

今後利用したい 38.2% *** 3.2% ***

事業と無関係 30.1% 1.9%
C. ロボット 既に利用 28.2% *** 3.1% ***

今後利用したい 34.0% * 3.2% ***

事業と無関係 36.9% 1.7%
 C-1 製造業 既に利用 23.9% 3.0% **

今後利用したい 27.0% 3.4% ***

事業と無関係 26.3% 1.8%
 C-2 非製造業 既に利用 57.2% *** 3.6% **

今後利用したい 47.1% ** 3.0% ***

事業と無関係 41.8% 1.6%
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表５ AI 等の利用と企業特性 

 
（注）順序プロビット推計、カッコ内はロバスト標準誤差。***: p<0.01, **: p<0.05, *: p<0.1. 「わ

からない」という回答を除く。3-B 列の推計は産業ダミーを用いているが、参照基準を製造

業とした(1)～(3)列とは比較できないため表示していない。 

 

   

ln従業者数 0.2946 *** 0.3463 *** 0.3115 *** 0.3624 *** 0.2668 ***

(0.0436) (0.0416) (0.0386) (0.0561) (0.0565)
大卒以上比率 0.7069 *** 0.4896 *** -0.2825 * -0.7922 *** 0.1863  

(0.1697) (0.1702) (0.1539) (0.2376) (0.2053)
大学院卒比率 1.1016 ** 1.2747 * 0.3498  -0.3088  2.0007 **

(0.5046) (0.7090) (0.6227) (0.8239) (0.8968)
30歳代以下比率 0.6065 ** 0.5869 ** 0.8785 *** 0.9506 *** 0.5714 *

(0.2411) (0.2377) (0.2175) (0.3031) (0.3129)
女性比率 -0.2161  -0.1553  -0.3520 * -0.5214 * -0.2473 *

(0.2214) (0.2148) (0.1989) (0.2665) (0.3085)
非正規比率 0.1885  -0.0651  -0.0353  -0.1354  0.2252  

(0.2164) (0.1912) (0.1686) (0.2282) (0.2539)
労働組合あり -0.0645  -0.0882  -0.0298  -0.0012  -0.1728  

(0.0771) (0.0807) (0.0693) (0.0871) (0.1304)
市場：都道府県 -0.1960  -0.2322  0.0128  0.7370  -0.0532  

(0.2092) (0.1940) (0.1972) (0.7289) (0.2021)
市場：日本 -0.0536  -0.1510  0.1433  0.7294  0.1112  

(0.2117) (0.1958) (0.1957) (0.7139) (0.2038)
市場：アジア 0.0295  0.0722  0.2545  1.0013  -0.3180  

(0.2360) (0.2361) (0.2229) (0.7231) (0.3330)
市場：世界 0.3364  0.1843  0.4706 ** 1.1839 * 0.0654 **

(0.2355) (0.2213) (0.2120) (0.7194) (0.2840)
情報通信業 0.5280 *** 0.5460 *** -0.7550 ***

(0.1661) (0.1703) (0.1419)
卸売業 -0.2852 *** -0.0156  -0.8809 ***

(0.1055) (0.1108) (0.0992)
小売業 -0.3236 ** 0.2853 * -1.3816 ***

(0.1476) (0.1545) (0.1598)
サービス業 -0.3212 ** 0.0836  -1.0537 ***

(0.1367) (0.1410) (0.1313)
その他 0.0904  0.0408  -0.7017 ***

(0.1778) (0.1892) (0.1750)
Nobs. 1,394 1,272 1,489 878 611

Pseudo R2 0.0995 0.0916 0.1399 0.0691 0.0555

(3-A) ロボット・
製造業

(3-B) ロボット・
非製造業

(3) ロボット(1) AI (2) ビッグデータ
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表６ AI 等の利用とイノベーション 

 
（注）AI、ロボットは 2019 年のデータ、ビッグデータは 2015 年及び 2019 年のデータをプール

して使用。参照カテゴリーは「事業と無関係」。限界効果は産業大分類（ビッグデータは産

業大分類と年次）をコントロールしたプロビット推計。***: p<0.01. **: P<0.05. 

 

 

表７ AI 等の自社事業への影響の認識 

 

 

 

  

A. AI
 既に利用 68.4% *** 60.5% *** 26.3% *** 64.8% ***
 今後利用したい 52.1% *** 54.5% *** 23.4% *** 47.5% ***
 事業と無関係 34.0% 32.0% 14.5% 35.1%
（限界効果）
 既に利用 0.3241 *** 0.2845 *** 0.1779 *** 0.2801 ***
 今後利用したい 0.1695 *** 0.2088 *** 0.0840 *** 0.1098 ***
 Nobs. 1,739 1,739 1,739 1,660
B. ビッグデータ
 既に利用 68.2% *** 67.0% *** 30.2% *** 64.5% ***

 今後利用したい 55.0% *** 53.3% *** 23.3% *** 51.2% ***

 事業と無関係 38.2% 39.2% 16.4% 39.5%
（限界効果）
 既に利用 0.3210 *** 0.3067 *** 0.1986 *** 0.2524 ***

 今後利用したい 0.1868 *** 0.1615 *** 0.0812 *** 0.1268 ***

 Nobs. 3,549 3,549 3,549 3,393
C. ロボット
 既に利用 53.6% *** 61.0% *** 31.6% *** 50.1% ***
 今後利用したい 49.8% *** 51.3% *** 23.2% *** 45.4% ***
 事業と無関係 36.1% 31.6% 11.1% 37.1%
（限界効果）
 既に利用 0.1198 *** 0.2140 *** 0.1752 *** 0.0909 **
 今後利用したい 0.1013 *** 0.1494 *** 0.1083 *** 0.0583 **
 Nobs. 1,826 1,826 1,826 1,742

(1) 新製品・サー
ビス開発

(2) 既存製品・
サービス改善

(3) 生産・流通方
法革新

(4) 営業秘密保
有

2019 2015 2019 2015
大きなプラス 11.2% 3.9% 10.2% 2.8%
プラス 41.9% 23.6% 40.8% 26.2%
どちらとも言えない 45.9% 71.2% 48.0% 69.9%
マイナス 0.8% 1.0% 0.7% 1.0%
大きなマイナス 0.2% 0.3% 0.3% 0.1%

(1) 全サンプル (2) 共通回答企業



17 
 

表８ AI 等の自社事業への影響の認識（産業別） 

 

（注）2019 年調査の結果を産業別に集計。 

 

 

表９ AI 等の自社雇用への影響の認識 

 

 

 

表１０ AI 等の自社雇用への影響の認識（産業別） 

 

（注）2019 年調査の結果を産業別に集計。 

 

 

表１１ AI 等の賃金への影響の認識 

 

（注）2019 年調査の結果を産業別に集計。 

 

  

製造業 情報通信業 卸売業 小売業 サービス業
大きなプラス 13.2% 18.5% 8.6% 7.2% 6.9%
プラス 46.5% 43.0% 34.5% 35.7% 37.8%
どちらとも言えない 39.6% 38.5% 55.5% 55.5% 54.1%
マイナス 0.6% 0.0% 1.1% 1.1% 1.3%
大きなマイナス 0.2% 0.0% 0.2% 0.4% 0.0%

2019 2015 2019 2015
雇用増加 4.3% 3.7% 4.3% 3.3%
雇用とは無関係 25.4% 28.7% 25.1% 29.1%
雇用減少 36.4% 21.8% 36.0% 23.1%
わからない 33.9% 45.8% 34.6% 44.5%

(1) 全サンプル (2) 共通回答企業

製造業 情報通信業 卸売業 小売業 サービス業
雇用増加 2.9% 23.0% 3.3% 2.7% 4.7%
雇用とは無関係 23.8% 25.9% 27.2% 27.7% 28.3%
雇用減少 40.4% 20.7% 34.0% 35.6% 30.0%
わからない 32.8% 30.4% 35.5% 34.1% 36.9%

全産業 製造業 情報通信業 卸売業 小売業 サービス業
賃金上昇 15.8% 17.6% 22.4% 12.8% 10.2% 15.0%
賃金とは無関係 35.0% 35.1% 33.6% 33.8% 35.6% 36.9%
賃金減少 7.4% 7.1% 8.2% 8.2% 9.1% 5.2%
わからない 41.8% 40.2% 35.8% 45.1% 45.1% 42.9%



18 
 

表１２ AI 等の影響の認識と従業者の学歴 

 

（注）2019 年調査の結果を使用。t 検定の有意水準は「どちらとも言えない」、「雇用とは無関係」、

「賃金とは無関係」との比較。***: P<0.01, **: P<0.05, *: P<0.1. 

 

 

  

大卒以上 大学院卒
大きなプラス 36.3% ** 3.8% ***

プラス 33.7% 3.0% ***

どちらとも言えない 32.5% 1.8%
マイナス 35.0% 1.1%
大きなマイナス 30.8% 4.3%
雇用増加 46.7% *** 4.1%
雇用とは無関係 35.7% 3.1%
雇用減少 31.6% *** 0.2% **

賃金上昇 34.3% 2.9%
賃金とは無関係 33.8% 2.7%
賃金減少 35.7% 1.7% *

A. 自社事業へ
の影響

B. 自社雇用へ
の影響

C. 自社賃金
への影響
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表１３ AI 等の影響の認識と企業特性 

 
（注）「わからない」という回答を除く。順序プロビット推計、カッコ内はロバスト標準誤差。

***: p<0.01, **: p<0.05, *: p<0.1. 

 

 

  

ln従業者数 0.2349 *** -0.1079 *** 0.1055 **

(0.0354) (0.0401) (0.0416)
大卒以上比率 0.0824  0.1616  -0.3694 **

(0.1291) (0.1595) (0.1665)
大学院卒比率 0.7954  0.9907 ** 0.8050  

(0.5392) (0.4841) (0.5583)
30台以下比率 0.4747 *** 0.2910  0.2787  

(0.1854) (0.2281) (0.2237)
女性比率 -0.2117  -0.1762  0.2626  

(0.1651) (0.2044) (0.2096)
非正規比率 0.2430 * -0.3660 ** -0.3552 *

(0.1359) (0.1816) (0.1942)
労働組合 -0.0543  -0.1867 ** -0.0398  

(0.0598) (0.0760) (0.0777)
市場：都道府県 -0.0378  0.4315 ** 0.1621  

(0.1559) (0.2001) (0.2135)
市場：日本 0.1500  0.4069 ** 0.3049  

(0.1596) (0.1994) (0.2173)
市場：アジア 0.1703  0.5446 ** 0.4163  

(0.1866) (0.2347) (0.2596)
市場：世界 0.4565 ** 0.4695 ** 0.2954  

(0.1800) (0.2248) (0.2442)
情報通信業 0.1991  0.8903 *** 0.3673 **

(0.1339) (0.1885) (0.1702)
卸売業 -0.3252 *** 0.0637  -0.0605  

(0.0819) (0.0988) (0.1072)
小売業 -0.3920 *** 0.3945 *** -0.2442 *

(0.1123) (0.1278) (0.1309)
サービス業 -0.4216 *** 0.4248 *** -0.0197  

(0.1034) (0.1293) (0.1212)
その他 -0.2087  0.2810  -0.0433  

(0.1489) (0.2042) (0.1968)
Nobs. 1,985 1,337 1,186

Pseudo R
2 0.0512 0.0475 0.0179

(3) 賃金への影響(1) 事業への影響 (2) 雇用への影響
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付表１ 社長の年齢と AI 等の利用 

 
（注）順序プロビット推計、カッコ内はロバスト標準誤差。***: p<0.01, **: p<0.05, *: p<0.1. 2015

年と 2019 年の調査とも回答した企業を対象に、社長の年齢が若返った企業を特定。企業規

模、産業をはじめとする他の説明変数は省略しているが表５と同じ。 

 

 

付表２ ビッグデータの利用とその後のイノベーション 

 
（注）2015 年調査におけるビッグデータの利用と 2019 年調査における過去３年間のイノベーシ

ョンの実施の有無の関係を分析。参照カテゴリーは「事業と無関係」。限界効果は産業大分

類をコントロールしたプロビット推計による。**: p<0.05, *: p<0.1. 

 

 

  

20歳代, 30歳代 -0.4905 * -0.2725 0.1894
(0.2877) (0.2780) (0.2360)

40歳代 -0.1851 0.0072 0.1604
(0.1345) (0.1407) (0.1305)

50歳代 0.0014 0.0748 0.0089
(0.1005) (0.1009) (0.0986)

70歳代 0.0647 0.0258 0.0620
(0.1087) (0.1084) (0.1116)

社長若返り 0.2767 ** 0.3348 *** 0.1318
(0.1104) (0.1116) (0.1054)

Nobs. 872 874 872

Pseudo R2 0.0445 0.0379 0.0843

(1) AI (2) ビッグデータ (3) ロボット

 既に利用 53.6% ** 53.6% * 17.9%

 今後利用 44.0% * 38.9% 20.2%

 事業と無関係 37.4% 40.9% 18.1%

（限界効果）

 既に利用 0.1253 0.0906 0.0000

 今後利用 0.0560 -0.0387 0.0210

 Nobs. 579 579 579

(1) 新製品・サー
ビス開発

(2) 既存製品・
サービス改善

(3) 生産・流通方
法革新
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付表３ AI 等の利用と自社事業への影響の認識 

 

（注）2019 年調査の結果を集計。 

 

 

付表４ AI 等の利用と自社雇用への影響の認識 

 

（注）2019 年調査の結果を集計。 

 

 

(1) AI (2) ビッグデータ (3) ロボット (参考) 全回答
大きなプラス 20.8% 19.9% 11.2% 21.6%
プラス 54.1% 60.5% 41.8% 59.0%
どちらとも言えない 24.3% 19.1% 45.9% 18.9%
マイナス 0.7% 0.4% 0.8% 0.5%
大きなマイナス 0.1% 0.1% 0.2% 0.1%

(1) AI (2) ビッグデータ (3) ロボット (参考) 全回答
雇用増加 6.9% 7.3% 5.8% 4.3%
雇用とは無関係 26.5% 28.0% 23.9% 25.5%
雇用減少 47.4% 44.1% 49.5% 36.3%
わからない 19.2% 20.6% 20.9% 33.9%
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